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[目的 ] 本研究は ,看護系大学公衆衛生看護学教員と自治体保健師が共同して ,予測が困難な自
然災害発生時の危機対応において「被災直後の混乱期 (以下、混乱期 )対応に有効な保健師の健
康危機管理支援ツールと研修プログラムを開発することを目的とする．  
[方法 ] 本研究では ,以下の 3 つの研究を実施した .第１研究は ,A 県内 35 市町の自治体に所属
する保健師を対象とした .全国保健師教育機関協議会が ,保健師教育の評価指標として作成し
た保健師に求められる実践能力と卒業時の技術項目と到達度 (＝ミニマム・リクワイアメンツ )
の実践能力Ⅲ .地域の健康危機管理能力〈個人 /家族〉を一部改変し ,3 中項目 ,41 行動目標の調
査票を作成し ,実態調査を行った .第 2 研究は ,昨年調査を実施した C 県 D 市の保健師に対し ,
被災直後の混乱期に直面した困難とそれを克服するために行った行動の分析結果を報告する
と共に ,困難を克服する際に用いた「保健師の能力」について ,インタビュー調査を実施した .
保健師の語りを ,質的帰納的に分類整理した．第 3 研究は，第 1・2 研究で把握した内容を踏ま
え，昨年基礎研修を実施した A 県 E 市と協動し ,被災直後の混乱期を支援するツール「アクショ
ン・カード」（以下、カード）を試作した .さらに E 市において ,救護所開設訓練を実施し ,カー
ドを使用する際の課題を確認した．本研究は ,本大学倫理審査委員会の審査を受け実施した . 
[結果 ] 第１研究では ,保健師 525 名中 ,253 名 (回収率 48.2％ )から回答を得た .無回答又はデー
タの欠損の多かった 2 名を除く 251 名 (有効回答率 99.2％ )を分析対象とした .自治体に所属す
る保健師の健康危機管理能力の 3 中項目の 1.健康危機管理の体制を整え予防策を講じる判断
能力では ,11 行動目標のうち 5 項目 (45%),2.健康危機発生時に対応する能力では ,21 行動目標
のうち 13 項目 (61%),3.健康危機発生後からの回復に対応する能力では ,9 行動目標のうち 7 項
目 (77.7%)に「災害対応の経験」の有無との有意な関連が確認された .「災害看護等の学修経験
の有無」は ,保健師学生時は 41 行動目標中 3 項目に ,保健師就業後は ,41 項目中 17 項目に有意
な関連を示した .第 2 研究では ,保健師 3 名の協力を得て調査を実施した .保健師が被災直後の
困難を克服する際に用いた能力要素の分析から保健師は ,「平時から住民を知っているという
感覚」や「住民の力を借りて一歩後ろで全体を見守る姿勢」を基盤に ,平時から積み重ねてき
た住民との関係性を用いながら ,住民自らの力をエンパワメントしていた．第 3 研究では，第
1 研究 ,第 2 研究で明らかになった能力要素を参考に ,準備対策として「救護所開設の初期対応
カード」を作成するための討論会をおこなった．討論会には自治体職員 34 名 (救護所職員 25
名 ,救護衛生班 4 名 ,統括班 2 名 ,支部 2 名 )が参加した .さらに ,E 市の防災計画で開設を予定し
ている T 救護所をモデル地区に指定し ,救護所開設のカードを試作した .さらに作成したカー
ドを用いて救護所開設訓練を実施した .試作したカードを用いることにより ,T 救護所の担当で
はない職員でも ,判断に迷うことを減らし ,統一した行動に繋げることが可能であると確認さ
れた．また同時に ,実践に活用していくための課題を把握することができた．  
[考察 ]本研究結果から ,健康危機管理能力は ,災害の対応経験の有無や保健師経験年数と有意
な関連を示した .これは保健師が ,平時の保健活動で積み重ねてきた住民との関係を活かし ,無
意識に応用・展開する能力を有するためと考える．しかし災害が発生すれば ,保健師経験年数
の短長に関わらず ,新卒 1 年目でも対応を求められることとなる．このため ,災害の対応や保健
師の経験年数が少ない者でも実践能力を早期から習得でき ,日々の保健活動の中に ,災害看護
の要素を意識し経験を積み重ねていけるような教育プログラムの開発が必要と考える . 
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